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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】
（1）連結経営指標等

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成17年
　　11月1日
至 平成18年
　　4月30日

自 平成18年
　　11月1日
至 平成19年
　　4月30日

自 平成19年
　　11月1日
至 平成20年
　　4月30日

自 平成17年
　　11月1日
至 平成18年
　 10月31日

自 平成18年
　　11月1日
至 平成19年
　 10月31日

売上高 (百万円) 11,122 11,332 11,115 22,660 22,359

経常利益（△損失） (百万円) △ 18 △ 102 △ 154 △ 97 △ 131

中間(当期)純利益また
は中間(当期)純損失
(△)

(百万円) △ 295 △ 171 △ 347 △ 943 △ 643

純資産額 (百万円) 11,011 10,028 9,789 10,252 10,251

総資産額 (百万円) 20,299 19,800 19,244 19,854 19,826

１株当たり純資産額 (円) 666.34 610.37 520.07 621.43 541.89

１株当たり中間(当期)
純利益または中間(当
期)純損失(△)

(円) △ 17.85△ 10.41△ 18.44△ 57.07△ 38.79

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.2 50.6 50.9 51.6 51.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 99 169 127 586 △ 38

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 418 △ 423 △ 279 △ 697 △ 572

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 181 △ 108 △ 129 △ 78 540

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 3,923 3,681 3,765 4,053 3,996

従業員数
(人)

1,136 1,112 1,118 1,095 1,095

〔外、平均臨時雇用者
数〕

〔146〕 〔127〕 〔118〕 〔138〕 〔123〕

 

(注)1.売上高には、消費税等は含まれていない。

 2.当社の中間連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載してい

たが、当中間連結会計期間より百万円単位で記載している。

なお、比較を容易にするため、第81期中間及び第82期中間並びに第81期及び第82期についても百万円単位

に組替え表示している。

 3.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していない。

 4.従業員数については、当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）からグループ外への出向者を除

いた就業人員で記載している。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成17年
　　11月1日
至 平成18年
　　4月30日

自 平成18年
　　11月1日
至 平成19年
　　4月30日

自 平成19年
　　11月1日
至 平成20年
　　4月30日

自 平成17年
　　11月1日
至 平成18年
　 10月31日

自 平成18年
　　11月1日
至 平成19年
　 10月31日

売上高 (百万円) 9,961 10,079 9,895 20,083 19,796

経常利益（△損失） (百万円) 63 △ 114 △ 111 △ 73 △ 164

中間(当期)純利益また
は中間(当期)純損失
(△)

(百万円) △ 125 △ 216 △ 311 △ 809 △ 663

資本金 (百万円) 2,800 2,800 3,200 2,800 3,200

発行済株式総数 (千株) 17,072 17,072 19,572 17,072 19,572

純資産額 (百万円) 11,710 10,675 10,423 10,934 10,900

総資産額 (百万円) 18,774 18,475 18,024 18,464 18,620

１株当たり中間（年
間）配当額

(円) 3.00 2.00 1.00 3.00 4.00

自己資本比率 (％) 62.4 57.8 57.8 59.2 58.5

従業員数
(人)

998 972 967 958 956

〔外、平均臨時雇用者
数〕

〔109〕 〔89〕 〔84〕 〔100〕 〔87〕

 

(注)1.売上高には、消費税等は含まれていない。

 2.当社の中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載していた

が、当中間会計期間より百万円単位で記載している。

なお、比較を容易にするため、第81期中間及び第82期中間並びに第81期及び第82期についても百万円単位

に組替え表示している。

 3.従業員数については、関係会社等への出向者を除いた就業人員を記載している。

 4.提出会社の「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間（当期）純利益または純損失」、「潜在株式調整後

1株当たり中間（当期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略してい

る。

 

EDINET提出書類

ニッコー株式会社(E01135)

半期報告書

 3/60



２【事業の内容】
 

当中間連結会計期間において、当社グループ及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。

 

３【関係会社の状況】

 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となっている。

 

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割
合（％）

関係内容

(連結子会社)      

ニッコーエムイー㈱

(注)2
埼玉県行田市 30

住設環境機
器事業

100.0
浄化槽維持管理業務の請負

当社建物を賃借

 

(注)1.「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの内容を記載している。

 2.特定子会社に該当する会社ではない。

 
 

４【従業員の状況】
 

（1）連結会社の状況

（平成20年4月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

 陶磁器事業  472 ［59］  

 住設環境機器事業  298 ［19］  

 電子セラミック事業  284 ［39］  

 その他  3 ［―］  

 全社（共通）  61 ［1］  

 合　計  1,118［118］  

 

(注)1.従業員数は当社グループ外への出向者を除いた就業人員である。

 2.臨時従業員（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員を含んでいない。）は[　]内に当中間連結

会計期間の平均人員を外書きで記載している。

 

（2）提出会社の状況

（平成20年4月30日現在）

従業員数　（人） 967　[84]

 

(注)1.従業員数は関係会社への出向者を除いた就業人員である。

 2.臨時従業員（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員を含んでいない。）は[　]内に当中間会計

期間の平均人員を外書きで記載している。

 

（3）労働組合の状況

 

労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】
 

（1）業績

 

 当中間連結会計期間においては、米国ではサブプライムローン問題により住宅建設は減少し設備投資や生産も

弱含みとなるなど景気は減速傾向となった。わが国経済は、輸出がゆるやかに増加し個人消費や設備投資は横ばい

で推移したものの、急激な円高や原材料価格の高騰、改正建築基準法施行の混乱などから、景気は足踏み状態とな

り下振れリスクが高まった。

このような情勢のもとで、当社グループは販売の強化並びに徹底した合理化等に努めたが、電子セラミック事

業の受注不振や燃料費の上昇に加えて、ＴＤＫ向け製造ラインの新設にあたっての工場再編を主とした設備投資

に伴う償却負担などの経費の増加もあり、売上高は前中間連結会計期間比１.９％減の１１１億１５百万円とな

り、経常損益は１億５４百万円の経常損失（前中間連結会計期間１億２百万円の経常損失）となった。

また、計上していた繰延税金資産の回収可能性について保守的に検討し、法人税等調整額１億５１百万円を計

上したことから中間純損益は３億４７百万円の中間純損失（前中間連結会計期間１億７１百万円の中間純損失）

となった。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

 

 

〔陶磁器事業〕

国内は、好評の陶磁器事業の創業１００周年記念商品「金沢コレクション」シリーズを中心に、新企画の製品

の投入や創業１００周年をステップとした販促展開を行い、百貨店など一般売り市場での売上を牽引した。また、

業務用市場でも都心での高級ホテル・レストランなどを中心に提案営業に努めたが、国内市場全体としては前年

同期をわずかに下回った。

輸出は、東南アジア、西南アジアやロシア向けでは積極的な営業展開を行い堅調に推移し、さらにＯＥＭによる

米国向け高価格品の出荷が好調に推移した。米国向けの一般市場ではサブプライム問題の余波による消費低迷や

円高進行の影響を受けたが、輸出全体では前年同期比で増加となった。

生産面では、当社の強みである多品種少量生産、瞬発生産を推進し、さらに開発面では、新規開発素材による製

品の量産化に取り組むなど積極的に高付加価値・高品質商品の展開に注力するとともに、開発、製造、販売の連携

による総合力を発揮した。

その結果、陶磁器事業の売上高は前中間連結会計期間比３.０％増の３３億８４百万円となったが、原材料費の

増加や燃料費の高騰に加えて、急激な円高による収益圧迫の中、徹底した合理化と原価管理によるコスト吸収を

図ったものの営業利益は前中間連結会計期間比２８.７％減の９８百万円となった。

 

 〔住設環境機器事業〕

浄化槽は、戸建て住宅向けの小型浄化槽、店舗・集合住宅向け中型浄化槽は、建築着工数減少の影響もあり、市

場は前年同期比で約１２％縮小する中、営業体制の強化と拡販に努め、西日本地区や東北では前年を上回る出荷と

なるなど、出荷台数全体ではわずかな減少に留まり、シェアでは２％近い拡大となり健闘した。一方、営業の強化に

よる大型工事物件の増加や、マンション向けに需要が拡大しつつあるディスポーザーの増加など工事物件の増加

により、水処理全体では前年同期比増となった。

戸建て住宅向けのフリープランのシステムバスは、タイルユニットバスの高級仕様の新製品を発表し商品力を

高めて営業の推進強化を図るとともに、大手住宅メーカーとの提携により、主に都市圏の高級化志向の需要を捉え

て市場に浸透し堅調に推移したが、低価格帯の樹脂ユニットバスの生産を中止したことによる売上減少分をカ

バーするには至らなかった。

タイル製品では、床タイルが昨年からの改正建築基準法の建築確認申請手続の混乱による住宅着工の鈍化の影

響からの回復が遅れ、大幅な受注減となった。

また、小型風力発電システムは、積極的に拡販を行い、ＰＲにも努めたものの顧客企業での設置計画の変更など

の影響もあって受注減少となり、また開発中の新製品の１ｋＷ型での開発費用の負担も先行した。

その結果、住設環境機器事業の売上高は、前中間連結会計期間比２.０％減の５８億５２百万円となり、営業利

益では大型工事物件でのコスト管理の徹底に努めたことにより収益性が向上し、浄化槽などでの原材料費の高騰

による影響はあったが、前中間連結会計期間比１４.６％増の１億６４百万円となった。
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〔電子セラミック事業〕

輸出向けは全体では売上が前年同期比増となったが、拡大基調での増産を見込んでいた米国向け製品は、前年

同期比では増加したものの、米国市場停滞の影響により期待した受注を得られず、また韓国向けの通信機器用高周

波部品でも、売上は増加したが依然低調な推移となった。

一方、国内向けでは車載用部品の堅調な推移やセラミック基板製品が業務用印刷機器の高速化に伴うニーズの

高まりにより増加し、国内向けの携帯電話用新規部品や自動車用新規製品の売上も新たに加った。しかしながら、

ＯＡ機器向け基板製品や電源部品などのハイブリッドＩＣの主力商品での受注減少の影響が大きく、国内売上は

大幅な減少を余儀なくされた。

その結果、電子セラミック事業の売上高は前連結中間会計期間比９.３％減の１８億７２百万円となった。

また、当中間連結会計期間においては、ＴＤＫ株式会社との資本業務提携による新製品の共同開発は積極的に

進めており、下期後半からの新規製品の生産に向けて増産対応設備や工場の再編などを行った。こうした中で、引

き続き仕事手順のシステム化による効率化を推進し、品質向上と業務改革を図るとともに、合理化による原価低

減、歩留まり向上に取組み、さらに、ベトナムへの一部生産工程移管によるコスト削減にも着手したが、積極的な設

備投資による償却費負担等の増加もあり、営業損益は１億６４百万円の営業損失（前中間連結会計期間９１百万

円の営業損失）となった。

 

(注)1.当社グループにおいては「中間連結財務諸表」の注記に記載のとおり、所在地別セグメント情報を作成

していないため、同セグメント別の記載はしていない。

 2.上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

 
 

（2）キャッシュ・フローの状況

 

 キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２億３１百万円の減少（前中間

連結会計期間は３億７２百万円の減少）となり、当中間連結会計期間末残高は３７億６５百万円となった。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、１億２７百万円（前中間連結会計期間は１億６９

百万円の増加）となった。これは、税金等調整前中間純損失を計上したが、それを上回る減価償却費を計上したこ

とに加えて売上債権の減少があったことなどによるものである。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、２億７９百万円（前中間連結会計期間は４億２３

百万円の減少）となった。これは、主に生産設備の合理化を中心とした設備投資に伴う支出によるものである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間においては、主に短期借入金の減少により財務活動による資金は１億２９百万円の減少

（前中間連結会計期間は１億８百万円の減少）となった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 

（1）生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比(％)

 陶磁器事業  1,926  0.6  

 住設環境機器事業  4,420  2.2  

 電子セラミック事業  1,850  △ 9.3  

 その他  6  △ 32.9  

 合計  8,203  △ 1.1  

 

(注)1.金額は販売価格による。

 2.上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

 

（2）受注状況

当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同期比
(％)

 陶磁器事業  ― ―  ― ―  

 住設環境機器事業  595 26.6 432 3.5 

 電子セラミック事業  1,858 △ 0.8 584 13.8 

 その他  ― ―  ― ―  

 合計  2,454 4.7 1,017 9.2 

 

(注)1.上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 2.住設環境機器事業の金額は水処理プラントの完成工事に係るものである。

 

 

（3）販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比(％)

 陶磁器事業  3,384 3.0 

 住設環境機器事業  5,852 △ 2.0 

 電子セラミック事業  1,872 △ 9.3 

 その他  6  △ 32.9 

 合計  11,115 △ 1.9 

 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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３【対処すべき課題】

  

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 

４【経営上の重要な契約等】

   

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。

 

５【研究開発活動】

 

 

 

 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、顧客そして市場からの需要動向に呼応した市場環境への速やかな対

応と、環境保護に配慮した製品づくりのため、積極的に研究開発に取り組んだ。

なお、研究開発費については各事業間に関連した研究が多く、特定事業への区分を行っていないが、総額は130

百万円である。当中間連結会計期間における各事業別の研究開発活動は次のとおりである。

 

（1）陶磁器事業

 新市場向けの高品位白磁開発において、白く滑らかな肌合いと透光性のよい素地特徴を持つ新素材「白露」

を開発し生産を開始した。さらに、量産における生産技術改良に取り組んでいる。

また、高級和陶系釉薬の開発に取り組み、順次製品化を行っている。引き続き新しい和陶系の表現を引き出す

釉薬の研究開発に取り組んでいる。

 

（2）住設環境機器事業

 水処理分野においては、大規模施設向けの51～100人槽大型浄化槽で低施工コスト、低ランニングコストを実

現したコンパクトタイプの新製品の開発を完了し、発売開始した。

マンションなど集合住宅で普及が進むディスポーザ排水処理槽において、平成16年基準に対応するディス

ポーザ排水処理システムで独自のコンパクト型の開発に成功し、発売開始した。これにより当社従来型比約

55％のコンパクト化を実現した。

さらに、次期主力商品に位置付けしている窒素除去型高度処理浄化槽の開発は計画通り順調に進行してお

り、今秋の発売を目指している。

システムバス分野においては集合住宅向けに構造、機能を考慮したフリープランタイプの商品開発を行い、

実施設計段階に入っている。

また、昨年上市し好評の提案型システムバスルーム「ＴＥＧＲＡＣＥ」をさらに発展させ、ユーザーにより

幅広い提案が行える新商品の企画開発に取り組んでいる。

大手ハウスメーカー向けでは「ＴＥＧＲＡＣＥ」をベースにオリジナルシステムバスの商品の企画開発を

行い、1社については4月に上市し、さらに1社については7月上市に向けて進行した。

環境エネルギー部門においては、産学官連携で開発を進めてきた家庭用1ｋＷ型小型風力発電システムは今

秋の発売に向けて実用化に向けての最終段階となっている。

 

（3）電子セラミック事業

 低損失低温焼結多層基板の開発は、ＴＤＫ株式会社との共同設計による量産設備を順次導入し、生産ライン

の調整、整備の段階となり量産に向けての最終調整段階に入った。

積層圧電セラミックスは、実用化に向けて客先との共同開発を実施し製品化を達成した。さらに次世代の独

自製品の開発にも取り組んでおり、パッケージ化開発や動作制御ソフトの開発、シミュレーターを使った動作

解析を実施しながら研究開発を進めている。

ＭＥＭＳ（微小電気機械システム）関連向けの低温焼結多層基板の開発に着手し、基礎研究から応用研究開

発の段階に入った。

フェライト製品ではフェライト基板の品位向上に取り組み客先の要求に応えてきた。さらに、材料の見直し

からのコストダウン化製品の実現に取り組み、製品化の最終確認段階に入っている。

環境対応製品として排気浄化用製品についての研究開発を進め実用化に至っており、一層の機能高度化につ

いての研究開発を進めている。

 

（4）その他

 電波環境関連では短尺吸収体の開発に成功し販売を開始している。顧客のニーズに応えての用途開発にも取

り組んでいる。
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第３【設備の状況】
 

１【主要な設備の状況】

 
当中間連結会計期間において、当社グループにおける主要な設備に重要な異動はない。

 

 

２【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備計画の変更

 前連結会計年度末に計画していた設備投資計画については、下記のとおり変更している。

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着工及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着工 完了

陶磁器事業
陶磁器製品生産設
備の合理化及び販
売設備の更新

97 28自己資金
平成19年
11月

平成20年
10月

―

住設環境機器事業
住設環境機器生産
設備の合理化及び
販売設備の更新

192 79自己資金
平成19年
11月

平成20年
10月

―

電子セラミック事
業

電子セラミック製
品生産設備の合理
化

284 230自己資金
平成19年
11月

平成20年
10月

―

全社他

本社設備及び研究
設備の更新

20 5 自己資金
平成19年
11月

平成20年
10月

―

ショールーム及び
福利厚生施設

463 6 自己資金
平成20年
1月

平成20年
10月

―

 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

（2）重要な設備の除却等

 
 当中間連結会計期間中に新たに確定した、生産能力に重要な影響を及ぼす設備の除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】  

種類 発行可能株式総数（株）

普　通　株　式 60,000,000

計  60,000,000

 

②【発行済株式】  

種類

中間会計期間末現在

発行数（株）

（平成20年4月30日）

提出日現在発行数

（株）

（平成20年7月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,572,000 19,572,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式

計 19,572,000 19,572,000 ― ―

 

（2）【新株予約権等の状況】

 

  該当事項はない。

 

 

（3）【ライツプランの内容】

 

  該当事項はない。

 

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成19年11月1日～
平成20年4月30日

― 19,572,000― 3,200 ― 3,619

EDINET提出書類

ニッコー株式会社(E01135)

半期報告書

10/60



 

（5）【大株主の状況】

 

 

平成20年4月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 

三谷産業株式会社 石川県金沢市玉川町1番5号 2,936 15.00 

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋1丁目13番1号 2,500 12.77 

財団法人三谷育英会 石川県金沢市玉川町1番5号三谷産業㈱内 1,123 5.73 

三谷美智子 石川県金沢市 828 4.23 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り1丁目2番26号 809 4.13 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町1番地 809 4.13 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号 799 4.08 

三谷　充 石川県金沢市 557 2.84 

坂井克子 石川県金沢市 537 2.74 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7丁目18番24号 464 2.37 

計 － 11,363 58.06 

    

 (注) 上記のほか、当社は自己株式747千株（3.82％）を保有している。

 

 

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】  平成20年4月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

―
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式普通株式 747,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,527,000 18,527同上

単元未満株式 普通株式 298,000 ― 同上

発行済株式総数  19,572,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,527 ―

 

(注)1.「完全議決権株式（自己株式等）」の欄はすべて当社保有の自己株式である。

 2.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個）が含ま

れている。

 3.「単元未満株式」の欄には当社保有の自己株式972株が含まれている。
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②【自己株式等】  平成20年4月30日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計　（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

ニッコー株式会社
石川県白山市
相木町383番地

747,000 ― 747,000 3.81

計 ― 747,000 ― 747,000 3.81

 

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成19年
11月

12月
平成20年
1月

2月 3月 4月

最高（円） 335 285 330 359 370 389

最低（円） 260 260 269 306 346 310

 

 (注)　　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものである。

 

３【役員の状況】

 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】
 

1. 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

 

 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大

蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前中間連結会計期間(平成18年11月１日から平成19年4月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年11月１日から平成20年4月30日まで)は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成している。

 

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年4月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成19年11月１日から平成20年4月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成している。

 

 (3) 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円

単位で記載していたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位での記載に変更している。

なお、比較を容易にするため前中間連結会計期間、前連結会計年度及び前中間会計期間、前事業年度につ

いても百万円単位に組替え表示している。

 

 

2. 監査証明について

 

 当社は、前中間連結会計期間(平成18年11月1日から平成19年4月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年11月1

日から平成19年4月30日まで)は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年11月1

日から平成20年4月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年11月1日から平成20年4月30日まで)は金融商品取引

法第193条の2第1項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人の

中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】

(1)【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

 

  
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成19年 4月30日現在 平成20年 4月30日現在 平成19年10月31日現在

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

1.現金及び預金   3,954  4,039  4,170 

2.受取手形及び売掛金 ※5  4,596  4,362  4,527 

3.有価証券   ―   ―   100  

4.たな卸資産   4,352  4,297  4,350 

5.繰延税金資産   379   145   296  

6.その他の流動資産   142   133   231  

7.貸倒引当金   △24   △23   △31  

流動資産合計   13,40167.7  12,95567.3  13,64568.8

Ⅱ　固定資産           

1.有形固定資産
※
1,2

         

(1)建物及び構築物  5,868   5,947   5,890   

 減価償却累計額  3,851 2,017 3,926 2,021 3,880 2,010 

(2)機械装置及び運搬具  6,204   6,330   6,298   

 減価償却累計額  5,638 565  5,574 756  5,591 707  

(3)工具器具及び備品  1,203   1,140   1,149   

 減価償却累計額  993 210  962 177  967 182  

(4)土地   1,316  1,316  1,316 

(5)建設仮勘定   72   121   17  

有形固定資産合計   4,18221.1  4,39422.8  4,23421.4

           

2.無形固定資産   43 0.2  86 0.5  79 0.4

           

3.投資その他の資産           

(1)投資有価証券   1,015  959   975  

(2)繰延税金資産   835   553   554  

(3)
その他の投資その他の資
産

  436   473   485  

(4)貸倒引当金   △30   △92   △68  

(5)関係会社投資評価引当金   △83   △84   △80  

投資その他の資産
合計

  2,17311.0  1,8089.4  1,8669.4

固定資産合計   6,39932.3  6,28832.7  6,18131.2

資産合計   19,800100.0  19,244100.0  19,826100.0
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成19年 4月30日現在 平成20年 4月30日現在 平成19年10月31日現在

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

1.支払手形及び買掛金   4,783  4,348  4,434 

2.短期借入金   2,295  2,143  2,205 

3.未払法人税等   36   38   53  

4.未払消費税等   38   35   11  

5.賞与引当金   451   422   428  

6.製品保証引当金   79   90   82  

7.その他の流動負債   1,038  1,269  1,244 

流動負債合計   8,72144.0  8,34843.4  8,45942.7

Ⅱ　固定負債           

1.退職給付引当金   806   950   882  

2.役員退職慰労引当金   67   67   74  

3.関係会社事業損失引当金   61   ―   66  

4.その他の固定負債   116   87   92  

固定負債合計   1,0505.4  1,1055.7  1,1155.6

負債合計   9,77249.4  9,45449.1  9,57448.3

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1.資本金   2,80014.1  3,20016.6  3,20016.1

2.資本剰余金   3,24016.4  3,62018.8  3,62018.3

3.利益剰余金   4,48622.6  3,59518.7  3,98120.1

4.自己株式   △277△1.4  △311△1.6  △281△1.4

株主資本合計   10,24851.7  10,10352.5  10,51953.1

Ⅱ　評価・換算差額等           

1.
その他有価証券評価差額
金

  △44△0.2  △213△1.1  △115△0.6

2.為替換算調整勘定   △176△0.9  △100△0.5  △152△0.8

評価・換算差額等
合計

  △220△1.1  △314△1.6  △267△1.4

純資産合計   10,02850.6  9,78950.9  10,25151.7

負債純資産合計   19,800100.0  19,244100.0  19,826100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   11,332100.0  11,115100.0  22,359100.0

Ⅱ　売上原価   8,45474.6  8,29174.6  16,56074.1

売上総利益   2,87825.4  2,82325.4  5,79825.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  3,03026.7  3,07327.6  6,06927.1

営業損失   1521.3  2492.2  2701.2

Ⅳ　営業外収益           

1.受取利息  3   1   4   

2.為替差益  19   ―   ―   

3.屑廃材売却益  10   ―   ―   

4.製品優先使用料  ―   50   50   

5.受取賃貸料  15   ―   ―   

6.デリバティブ評価益  2   60   68   

7.その他  28 79 0.7 63 1741.6 125 2481.1

Ⅴ　営業外費用           

1.支払利息  7   8   16   

2.為替差損  ―   54   6   

3.売上割引  11   9   20   

4.業務委託手数料  ―   ―   44   

5.手形売却損  3   ―   ―   

6.その他  7 29 0.3 6 79 0.8 22 1090.5

経常損失   1020.9  1541.4  1310.6

Ⅵ　特別利益           

1.貸倒引当金戻入額  2   ―   ―   

2.
関係会社投資評価引当金
戻入額

 7   ―   10   

3.
関係会社事業損失引当金
戻入額

 ― 10 0.1 4 4 0.0 ― 10 0.1

Ⅶ　特別損失           

1.固定資産売却損 ※2 0   ―   0   

2.固定資産除却損 ※3 19   19   32   

3.
関係会社投資評価引当金
繰入額

 ―   4   ―   

4.
関係会社事業損失引当金
繰入額

 5   ―   10   

5.製品補償費用 ※4 97   ―   83   

6.たな卸資産処分損 ※5 ― 1211.1 ― 23 0.2 91 2171.0

税金等調整前
中間（当期）純損失

  2131.9  1731.6  3381.5

法人税、住民税及び
事業税

 19   22   32   

法人税等調整額  △61 △42△0.4 151 1741.5 271 3041.4

中間（当期）純損失   1711.5  3473.1  6432.9
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年4月30日）

 株　　　主　　　資　　　本

 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日残高（百万円） 2,800 3,240 4,657 △250 10,447

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失 ― ― △171 ― △171

自己株式の取得 ― ― ― △27 △27

株主資本以外の項目の中間連結会計期
間中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

― ― △171 △27 △198

平成19年4月30日残高（百万円） 2,800 3,240 4,486 △277 10,248

 

 
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年10月31日残高（百万円） △28 △165 △194 10,252

中間連結会計期間中の変動額     

中間純損失 ― ― ― △171

自己株式の取得 ― ― ― △27

株主資本以外の項目の中間連結会計期
間中の変動額（純額）

△15 △10 △25 △25

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△15 △10 △25 △224

平成19年4月30日残高（百万円） △44 △176 △220 10,028

 

当中間連結会計期間（自　平成19年11月 1日　　至　平成20年4月30日）

 株　　　主　　　資　　　本

 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年10月31日残高（百万円） 3,200 3,620 3,981 △281 10,519

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 ― ― △37 ― △37

中間純損失 ― ― △347 ― △347

自己株式の取得 ― ― ― △30 △30

株主資本以外の項目の中間連結会計期
間中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

― ― △385 △30 △416

平成20年4月30日残高（百万円） 3,200 3,620 3,595 △311 10,103

 

 
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年10月31日残高（百万円） △115 △152 △267 10,251

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当 ― ― ― △37

中間純損失 ― ― ― △347

自己株式の取得 ― ― ― △30

株主資本以外の項目の中間連結会計期
間中の変動額（純額）

△97 51 △46 △46

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△97 51 △46 △462

平成20年4月30日残高（百万円） △213 △100 △314 9,789
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前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年10月31日）

 株　　　主　　　資　　　本

 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日残高（百万円） 2,800 3,240 4,657 △250 10,447

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 400 380 ― ― 780

剰余金の配当 ― ― △32 ― △32

当期純損失 ― ― △643 ― △643

自己株式の取得 ― ― ― △31 △31

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

400 380 △676 △31 72

平成19年10月31日残高（百万円） 3,200 3,620 3,981 △281 10,519

 

 
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘
定

評価・換算差額
等合計

平成18年10月31日残高（百万円） △28 △165 △194 10,252

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 ― ― ― 780

剰余金の配当 ― ― ― △32

当期純損失 ― ― ― △643

自己株式の取得 ― ― ― △31

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

△87 13 △73 △73

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△87 13 △73 △0

平成19年10月31日残高（百万円） △115 △152 △267 10,251
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書

自 平成18年11月 1日
至 平成19年 4月30日

自 平成19年11月 1日
至 平成20年 4月30日

自 平成18年11月 1日
至 平成19年10月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

1.税金等調整前中間（当期）純利益（△損失）  △ 213 △ 173 △ 338

2.減価償却費  145 213 328

3.貸倒引当金の増加額（△減少額）  △ 7 15 37

4.賞与引当金の増加額（△減少額）  10 △ 5 △ 13

5.製品保証引当金の増加額（△減少額）  79 8 82

6.退職給付引当金の増加額（△減少額）  73 68 150

7.関係会社事業損失引当金の増加額（△減少額）  5 △ 66 10

8.関係会社投資評価引当金の増加額（△減少額）  △ 7 4 △ 10

9.受取利息及び受取配当金  △ 5 △ 4 △ 12

10.支払利息  7 8 16

11.固定資産売却損益（△益）  0 ― 0

12.固定資産除却損  19 19 32

13.デリバティブ評価損益（△益）  △ 23 △ 61 △ 62

14.売上債権の減少額（△増加額）  63 164 132

15.たな卸資産の減少額（△増加額）  △ 40 53 △ 38

16.仕入債務の増加額（△減少額）  17 △ 85 △ 260

17.その他  67 7 △ 69

 小計  189 167 △ 16

18.利息及び配当金の受取額  5 4 12

19.利息の支払額  △ 7 △ 8 △ 16

20.法人税等の支払額  △ 18 △ 36 △ 18

 営業活動によるキャッシュ・フロー  169 127 △38

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

1.定期預金の預入による支出  △ 143 △ 123 △ 0

2.定期預金の払戻による収入  143 123 ―

3.有形固定資産の取得による支出  △ 515 △ 285 △ 645

4.有形固定資産の売却による収入  0 ― 0

5.投資有価証券の取得による支出  △ 1 △ 50 △ 3

6.投資有価証券の売却による収入  50 ― 50

7.関係会社株式の取得による支出  ― △ 30 ―

8.その他  44 86 27

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 423 △ 279 △572

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

1.短期借入金の純増加額（△減少額）  △ 80 △ 61 △170

2.株式の発行による収入  ― ― 775

3.自己株式の取得による支出  △ 27 △ 30 △31

4.配当金の支払額  ― △ 37 △33

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 108 △ 129 540

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △ 10 51 13

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △ 372 △ 231 △57

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  4,053 3,996 4,053

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  3,681 3,765 3,996
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項　目
前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

1.連結の範囲
に関する事
項

（1）連結子会社の数及び連結子
会社名

 

2社

NIKKO CERAMICS, INC.
ニッコー販売㈱

 

（1）連結子会社の数及び連結子
会社名

 

3社

NIKKO CERAMICS, INC.
ニッコー販売㈱
ニッコーエムイー㈱

なお、ニッコーエムイー㈱は、
当中間連結会計期間において
新たに設立したため連結の範
囲に含めている。

 

（1）連結子会社の数及び連結子
会社名

 

2社

NIKKO CERAMICS, INC.
ニッコー販売㈱
 

（2）非連結子会社の数及び非連
結子会社名

 

1社

NIKKO (Asia) Co., Ltd.
（連結の範囲から除いた理
由）
上記の会社は小規模であり、
総資産、売上高、中間純損益及
び利益剰余金（持分に見合う
額）等はいずれも中間連結財
務諸表に重要な影響を及ぼし
ていないため、連結の範囲か
ら除外している。

（2）非連結子会社の数及び非連
結子会社名

  

2社

NIKKO (Asia) Co., Ltd.
ニッコーケア㈱

（連結の範囲から除いた理
由）
上記の会社は小規模であり、
総資産、売上高、中間純損益及
び利益剰余金（持分に見合う
額）等はいずれも中間連結財
務諸表に重要な影響を及ぼし
ていないため、連結の範囲か
ら除外している。

 

（2）非連結子会社の数及び非連
結子会社名

 

1社

NIKKO (Asia) Co., Ltd.
（連結の範囲から除いた理
由）
上記の会社は小規模であり、
総資産、売上高、当期純損益及
び利益剰余金（持分に見合う
額）等はいずれも連結財務諸
表に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除
外している。

2.持分法の適
用に関する
事項

（1）持分法適用会社の数及びそ
の会社名

 
なし

 

（1）持分法適用会社の数及びそ
の会社名
 

同左
 

（1）持分法適用会社の数及びそ
の会社名
 

同左
 

（2）持分法を適用しない会社の
数及びその会社名並びに持
分法を適用しない理由

（2）持分法を適用しない会社の
数及びその会社名並びに持
分法を適用しない理由

（2）持分法を適用しない会社の
数及びその会社名並びに持
分法を適用しない理由

 非連結子会社1社
NIKKO (Asia) Co., Ltd.

関連会社4社
ニッコー・サービス㈱
ORIENTAL CERAMICS SDN.
BHD.
㈱山前製陶所
N&I ASIA PTE LTD.
 

 非連結子会社2社
NIKKO (Asia) Co., Ltd.
ニッコーケア㈱

関連会社3社
ORIENTAL CERAMICS SDN.
BHD.
㈱山前製陶所
N&I ASIA PTE LTD.
 

 非連結子会社1社
NIKKO (Asia) Co., Ltd.

関連会社4社
ニッコー・サービス㈱
ORIENTAL CERAMICS SDN.
BHD.
㈱山前製陶所
N&I ASIA PTE LTD.
 

上記の5社は、それぞれ中間純
損益及び連結剰余金等に及ぼ
す影響が、軽微であり、かつ全
体としてその影響の重要性が
ないので持分法を適用してい
ない。

上記の5社は、それぞれ中間純
損益及び連結剰余金等に及ぼ
す影響が、軽微であり、かつ全
体としてその影響の重要性が
ないので持分法を適用してい
ない。

上記の5社は、それぞれ当期純
損益及び連結剰余金等に及ぼ
す影響が、軽微であり、かつ全
体としてその影響の重要性が
ないので持分法を適用してい
ない。
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項　目
前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

3.連結子会社
の事業年度
等に関する
事項

連結子会社NIKKO CERAMICS,
INC.及びニッコー販売㈱の中間
決算日は、中間連結決算日と一致
している。

連結子会社NIKKO CERAMICS,
INC.、ニッコー販売㈱及びニッ
コーエムイー㈱の中間決算日は、
中間連結決算日と一致している。

連結子会社NIKKO CERAMICS,
INC.及びニッコー販売㈱の決算
日は、連結決算日と一致してい
る。

4.会計処理基
準に関する
事項

（1）重要な資産の評価基準及び
評価方法

（有価証券）
その他有価証券
　時価のあるもの
中間連結会計期間末日の
市場価格等に基づく時価
法
（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定）
 

　時価のないもの
移動平均法による原価法
 

（1）重要な資産の評価基準及び
評価方法

（有価証券）
その他有価証券
　時価のあるもの

同左
 
 
 
 
 
 

 
　時価のないもの

同左

（1）重要な資産の評価基準及び
評価方法

（有価証券）
その他有価証券
　時価のあるもの
連結会計年度末日の市場
価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定）
 
 

　時価のないもの
同左

 

（デリバティブ）
時価法

 

（デリバティブ）
  

同左

（デリバティブ）
  

同左
 

 

（たな卸資産）
当社及び国内連結子会社で
は、製品・半製品・仕掛品は
総平均法による原価法、商品
・原材料・貯蔵品は移動平均
法による原価法、未成工事支
出金は個別法による原価法に
より評価している。
海外連結子会社の商品は、先
入先出法に基づく低価法によ
り評価している。

 

（たな卸資産）
  

同左

（たな卸資産）
  

同左
 

 （2）重要な減価償却資産の減価
償却方法

（有形固定資産）

当社

建物 定額法

建物以外の有形固定資産

 定率法

国内連結子会社

 定率法

 ただし、平成10年4月1日
以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）は定
額法
 

 なお、当社及び国内連結
子会社においては、耐用
年数及び残存価額につい
ては、法人税法に規定す
る方法と同一の基準に
よっている。 

（2）重要な減価償却資産の減価
償却方法

（有形固定資産）
 

同左
 
 
 
 
 
 

（2）重要な減価償却資産の減価
償却方法

（有形固定資産）
 

同左
 
 
 
 
 
 

 

海外連結子会社

 定額法
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項　目
前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

 

   （追加情報）
当社および国内連結子会社
では、法人税法の改正に伴
い、平成19年3月31日以前に
取得した有形固定資産につ
いては、改正前の法人税法
に基づく減価償却の方法の
適用により取得価額の5％
相当額に到達した連結会計
年度の翌連結会計年度よ
り、取得価額の5％相当額と
備忘価額（1円）との差額
を5年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計
上している。
これにより営業損失および
経常損失が28百万円、税金
等調整前中間純損失が27百
万円それぞれ増加してい
る。
なお、セグメント情報に与
える影響は、当該箇所に記
載している。
 

   

 

      

 

（無形固定資産）

 定額法

（無形固定資産）

定額法

 なお、ソフトウェアについ
ては当社及び国内連結子
会社は社内利用期間(5年)
に基づく定額法によって
いる。
 

（無形固定資産）

同左

　

 
 

 （3）重要な引当金の計上基準
（貸倒引当金）
債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ている。
 

（3）重要な引当金の計上基準
（貸倒引当金）
 

同左

（3）重要な引当金の計上基準
（貸倒引当金）
 

同左

 （関係会社投資評価引当金）
当社では関係会社への投資に
対する損失に備えるため、投
資先の財政状態等を勘案して
必要額を計上している。

 

（関係会社投資評価引当金）
 

同左
 

（関係会社投資評価引当金）
 

同左

 （賞与引当金）
当社及び国内連結子会社で
は、使用人及び使用人兼務役
員に対して支給する賞与にあ
てるため、支給見込額のうち、
当中間連結会計期間の負担に
属する金額を計上している。
海外連結子会社では、賞与支
給の制度はない。
 

（賞与引当金）
 

同左

（賞与引当金）
当社及び国内連結子会社で
は、使用人及び使用人兼務役
員に対して支給する賞与にあ
てるため、支給見込額のうち、
当連結会計年度の負担に属す
る金額を計上している。
海外連結子会社では、賞与支
給の制度はない。
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項　目
前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

 （製品保証引当金）
製品のクレーム費用の支出に
備えるため、過去の実績を基
礎としたクレーム費用の発生
見込額を計上している。

 

（製品保証引当金）
 

同左

（製品保証引当金）
 

同左

 （退職給付引当金）
当社及び国内連結子会社で
は、従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中
間連結会計期間末において発
生していると認められる額を
計上している。
なお、会計基準変更時差異
（1,025百万円）については
15年による按分額を計上して
いる。また、数理計算上の差異
については、各連結会計年度
の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の
年数（13年）による按分額を
発生の翌連結会計年度よりそ
れぞれ費用処理している。

 

（退職給付引当金）
 

同左

（退職給付引当金）
当社及び国内連結子会社で
は、従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当連
結会計年度末に発生している
と認められる額を計上してい
る。
なお、会計基準変更時差異
（1,025百万円）については
15年による按分額を計上して
いる。また、数理計算上の差異
については、各連結会計年度
の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の
年数（13年）による按分額を
発生の翌連結会計年度よりそ
れぞれ費用処理している。
 

 

（役員退職慰労引当金）
当社及び国内連結子会社で
は、役員及び執行役員の退職
により支給する退職慰労金に
あてるため、内規に基づく中
間連結会計期間末要支給額を
計上している。

 

（役員退職慰労引当金）
 
同左

（役員退職慰労引当金）
当社及び国内連結子会社で
は、役員及び執行役員の退職
により支給する退職慰労金に
あてるため、内規に基づく期
末要支給額を計上している。

 

（関係会社事業損失引当金）
当社では、債務超過の解消に
長期間を要すると判断される
関係会社の損失に備えるた
め、当該関係会社の債務超過
相当額を計上している。

（関係会社事業損失引当金）
 

同左

（関係会社事業損失引当金）
 

同左
 

 

（4）重要なリース取引の処理方
法

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっている。
 

（4）重要なリース取引の処理方
法

 
同左

（4）重要なリース取引の処理方
法

 
同左
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項　目
前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

 

（5）その他の会計処理基準 
（消費税等）
消費税等の会計処理は税抜き
方式によっている。なお、仮払
消費税等と仮受消費税等は相
殺して未払消費税等として流
動負債の「その他の流動負
債」に含めている。
 

（5）その他の会計処理基準 
（消費税等）
 

同左

（5）その他の会計処理基準
（消費税等）
当社及び国内連結子会社では
消費税等の会計処理は税抜き
方式によっている。

 

（納付税額及び法人税等調整
額）
中間連結会計期間に係る納付
税額及び法人税等調整額は、
当連結会計年度において予定
している圧縮積立金取崩しを
前提として、当中間連結会計
期間に係る金額を計算してい
る。
 

（納付税額及び法人税等調整
額）

 
同左

   

   

5.中間連結
（連結）
キャッシュ
・フロー計
算書におけ
る資金の範
囲

中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金（現金及び現
金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から3ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資から
なっている。

 
同左

連結キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金同
等物）は、手許現金、随時引き出
し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない
取得日から3ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなって
いる。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

（減価償却方法の変更）
当中間連結会計期間から、当社及
び国内連結子会社では法人税法の改
正に伴い、平成19年4月1日以降取得
の固定資産については、改正法人税
法に規定する償却方法により、減価
償却費を計上している。
なお、この変更に伴う当中間連結
会計期間の損益に与える影響は軽微
である。
 

   （固定資産の減価償却方法の変更）
当社及び国内連結子会社では、当
連結会計年度より、法人税法の改正
（（所得税法等の一部を改正する法
律 平成19年3月30日 法律第6号）お
よび（法人税法施行令の一部を改正
する政令 平成19年3月30日 政令第
83号））に伴い、平成19年4月1日以
降に取得したものについては、改正
後の法人税法に基づく減価償却方法
に変更している。なお、これに伴う損
益に与える影響は軽微である。
 

   

（製品保証引当金について）
従来、当社は、製品のクレーム費用
については支出時の費用として処理
していたが、当中間連結会計期間に
おいてクレーム費用の金額的重要性
が増したことから、期間損益計算の
より一層の適正化と財務体質の強化
を目的として、当中間連結会計期間
より、過去の実績を基礎としたク
レーム費用の発生見込額を製品保証
引当金として計上する方法に変更し
ている。
この変更により、従来の方法に
よった場合と比べ、売上総利益が10
百万円減少し、営業損失、経常損失、
税金等調整前中間純損失がそれぞれ
79百万円増加している。

   （製品保証引当金について）
従来、当社は、製品のクレーム費用
については支出時の費用として処理
していたが、当連結会計年度におい
てクレーム費用の金額的重要性が増
したことから、期間損益計算のより
一層の適正化と財務体質の強化を目
的として、当連結会計年度より、製品
のクレーム費用の支出に備えるた
め、過去の実績を基礎としたクレー
ム費用の発生見込額を製品保証引当
金として計上する方法に変更した。
この変更により、従来の方法に
よった場合と比べ、売上総利益が12
百万円減少し、営業損失、経常損失、
税金等調整前当期純損失がそれぞれ
82百万円増加している。

   

 

 

表示方法の変更

前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

〔中間連結損益計算書関係〕 〔中間連結損益計算書関係〕

 「営業外収益」のうち「受取賃貸料」(当中間連結
会計期間15百万円)は、従来「営業外収益」の「その
他」に含めていたが、その金額が「営業外収益」の
100分の10を超えたため区分表示することとした。
なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の当
該金額はそれぞれ4百万円、8百万円である。
また「営業外費用」のうち「手形売却損」(当中間
連結会計期間3百万円)は、従来「営業外費用」の「そ
の他」に含めていたが、その金額が「営業外費用」の
100分の10を超えたため区分表示することとした。
なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の当
該金額はそれぞれ2百万円、5百万円である。

 「営業外収益」のうち「受取賃貸料」(当中間連結
会計期間10百万円)、及び「屑廃材売却益」(当中間連
結会計期間14百万円)は従来当該科目で区分表示して
いたが、その金額が「営業外収益」の総額の100分の
10以下となり重要性が乏しくなったため、「営業外収
益」の「その他」に含めて表示することとした。
また「営業外費用」のうち「手形売却損」(当中間
連結会計期間3百万円)は、従来当該科目で区分表示し
ていたが、その金額が「営業外費用」の総額の100分
の10以下となり重要性が乏しくなったため、「営業外
費用」の「その他」に含めて表示することとした。
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〔注記事項〕

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
平成19年4月30日現在

当中間連結会計期間末
平成20年4月30日現在

前連結会計年度末
平成19年10月31日現在

※1．担保提供資産
下記のものは工場財団組成物件で、
根抵当として銀行の担保に供して
いる。
（平成19年4月30日現在の借入金
残高はゼロとなっている。）

土地 41百万円

建物及び構築物 156百万円

機械装置及び
運搬具

14百万円

合計 213百万円

※1．担保提供資産
下記のものは工場財団組成物件で、
根抵当として銀行の担保に供して
いる。
（平成20年4月30日現在の借入金
残高はゼロとなっている。）

土地 41百万円

建物及び構築物 148百万円

機械装置及び
運搬具

12百万円

合計 202百万円

※1．担保提供資産
下記のものは工場財団組成物件で、
根抵当として銀行の担保に供して
いる。
（平成19年10月31日現在の借入
金残高はゼロとなっている。）

土地 41百万円

建物及び構築物 153百万円

機械装置及び
運搬具

14百万円

合計 209百万円

※2．圧縮記帳
国庫補助金による有形固定資産の
圧縮記帳累計額は下記のとおりで
ある。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び
運搬具

7百万円

合計 8百万円

  

※2．圧縮記帳
国庫補助金による有形固定資産の
圧縮記帳累計額は下記のとおりで
ある。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び
運搬具

7百万円

合計 8百万円

  

※2．圧縮記帳
国庫補助金による有形固定資産の
圧縮記帳累計額は下記のとおりで
ある。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び
運搬具

7百万円

合計 8百万円

  

3．偶発債務
（1）下記の連結子会社以外の会社の

銀行借入金について債務保証を
行っている。
N&I ASIA PTE LTD．

19百万円
（S$245,700.72）

 
（2）従業員の金融機関からの借入金

に対し、債務保証を行っている。
従業員（5人）

4百万円

3．偶発債務
従業員の金融機関からの借入金
に対し、債務保証を行っている。
従業員（4人）

7百万円

3．偶発債務
従業員の金融機関からの借入金
に対し、債務保証を行っている。
従業員（6人）

8百万円

4．受取手形割引高

 51百万円

4．手形信託譲渡高

 1,096百万円

4．受取手形割引高

 82百万円

手形信託譲渡高

 994百万円

  

 手形信託譲渡高

 964百万円

※5．中間連結会計期間末日満期手形
中間連結会計期間末日満期手形の
会計処理は、手形交換日をもって決
済処理をしているが、当中間連結会
計期間末日は銀行休業日のため、次
のとおり中間連結会計期間末日満
期手形が中間連結会計期間末残高
に含まれている。なお、支払手形に
ついては該当はない。
 

受取手形 123百万円

※5．   ※5．   
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

※1．販売費及び一般管理費の主なも
のは次の通りである。

運賃 403百万円

給料 939百万円

賞与引当金繰入額 198百万円

役員退職慰労引当
金繰入額

6百万円

製品保証引当金繰
入額

69百万円

  

※1．販売費及び一般管理費の主なも
のは次の通りである。

運賃 399百万円

給料 939百万円

賞与引当金繰入額 189百万円

製品保証引当金繰
入額

32百万円

貸倒引当金繰入額 20百万円

役員退職慰労引当
金繰入額

8百万円

  

※1．販売費及び一般管理費の主なも
のは次の通りである。

運賃 807百万円

給料 2,027百万円

賞与引当金繰入額 218百万円

製品保証引当金繰
入額

70百万円

貸倒引当金繰入額 11百万円

役員退職慰労引当
金繰入額

13百万円

  

※2．固定資産売却損の内訳は次の通
りである。

工具器具及び備品 0百万円

　  

※2．   ※2．固定資産売却損の内訳は次の通
りである。

工具器具及び備品 0百万円

　  

   

※3．固定資産除却損の内訳は次の通
りである。

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 15百万円

工具器具及び備品 1百万円

合計 19百万円

  

※3．固定資産除却損の内訳は次の通
りである。

建物及び構築物 11百万円

機械装置及び運搬具 5百万円

工具器具及び備品 2百万円

合計 19百万円

  

※3．固定資産除却損の内訳は次の通
りである。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 21百万円

工具器具及び備品 6百万円

合計 32百万円

  

※4．電子セラミック事業の製品の一
部について不具合が生じたため、
納入先での損失を負担したこと
により生じた費用である。

 

※4．   ※4．電子セラミック事業の製品の一
部について不具合が生じたため、
納入先での損失を負担したこと
により生じた費用である。

 

   

※5   ※5   ※5．たな卸資産処分損の内訳は次の
通りである。

商品 0百万円

製品 34百万円

半製品 11百万円

仕掛品 38百万円

原材料 6百万円

合計 91百万円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)
前中間連結会計期間（自　平成18年11月 1 日　　至　平成19年4月30日）

1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式 17,072 ― ― 17,072

　合計 17,072 ― ― 17,072

自己株式     

　普通株式（注） 573 69 ― 642

　合計 573 69 ― 642

 (注) 自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく取得65千株及び単元未満株式の買取による増加4千株である。

 
2.　配当に関する事項
（基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月13日
取締役会

普通株式 32 利益剰余金 2.00平成19年4月30日平成19年7月20日

 

 

当中間連結会計期間（自　平成19年11月 1 日　　至　平成20年4月30日）
1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式 19,572 ― ― 19,572

　合計 19,572 ― ― 19,572

自己株式     

　普通株式（注） 653 94 ― 747

　合計 653 94 ― 747

 (注) 自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく取得89千株及び単元未満株式の買取による増加5千株である。

 
2.　配当に関する事項
（配当金支払額）

決議 株式の種類
配当金の

総額（百万円）
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年1月30日
定時株主総会

普通株式 37 2.00平成19年10月31日平成20年1月31日

 
（基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月12日
取締役会

普通株式 18 利益剰余金 1.00平成20年4月30日平成20年7月22日
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前連結会計年度（自　平成18年11月 1 日　　至　平成19年10月31日）
1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式（注）1 17,072 2,500 ― 19,572

　合計 17,072 2,500 ― 19,572

自己株式     

　普通株式（注）2 573 80 ― 653

　合計 573 80 ― 653

 
(注)1.当連結会計年度の増加株式数は、平成19年10月12日の第三者割当増資による新株式の発行によるものであ

る。

 
2.自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく取得65千株及び単元未満株式の買取による増加15千株であ

る。

 
2.　配当に関する事項
　（配当金支払額）

決議 株式の種類
配当金の

総額（百万円）
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月13日
取締役会

普通株式 32 2.00平成19年4月30日平成19年7月20日

 
　（基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年1月30日
定時株主総会

普通株式 37利益剰余金 2.00平成19年10月31日平成20年1月31日

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

現金及び現金同等物の中間連結会計期
間末残高と中間連結貸借対照表に記載
されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間連結会計期
間末残高と中間連結貸借対照表に記載
されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結
貸借対照表に記載されている科目の金
額との関係
 

（平成19年4月30日）

現金及び預金勘定 3,954百万円

預入期間が3か月を
超える定期預金

△273百万円

現金及び現金同等物 3,681百万円

（平成20年4月30日）

現金及び預金勘定 4,039百万円

預入期間が3か月を
超える定期預金

△273百万円

現金及び現金同等物 3,765百万円

（平成19年10月31日）

現金及び預金勘定 4,170百万円

預入期間が3か月を
超える定期預金

△273百万円

取得日から3か月以
内に償還期限の到
来する短期投資

100百万円

現金及び現金同等物 3,996百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置及び運搬具

517 339 104 73

工具器具及び備品

159 92 ― 66

合計

676 432 104 139

 
（2）未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

1年内 51百万円

1年超 88百万円

合計 139百万円

リース資産減損
勘定残高

49百万円

  

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置及び運搬具

476 308 104 63

工具器具及び備品

130 65 ― 65

合計

607 373 104 129

 
（2）未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

1年内 46百万円

1年超 82百万円

合計 129百万円

リース資産減損
勘定残高

5百万円

  

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び運搬具

467 302 104 60

工具器具及び備品

121 54 ― 65

合計

588 357 104 125

 
（2）未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残
高

1年内 44百万円

1年超 81百万円

合計 125百万円

リース資産減損
勘定残高

57百万円

なお、取得価額相当額及び未経過
リース料中間期末残高相当額は、
未経過リース料中間期末残高相当
額が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定している。

 

 
同左

 

なお、取得価額相当額及び未経過
リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高相当額が有
形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み
法により算定している。

（3）支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額及び減価償却費相当
額

支払リース料 36百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

55百万円

減価償却費相当額 36百万円

　  

（3）支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額及び減価償却費相当
額

支払リース料 24百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

51百万円

減価償却費相当額 24百万円

　  

（3）支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額及び減価償却費相当
額

支払リース料 59百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

47百万円

減価償却費相当額 59百万円

 
 

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によって
いる。

（4）減価償却費相当額の算定方法
同左

（4）減価償却費相当額の算定方法
同左
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（有価証券関係）

（前中間連結会計期間末）（平成19年4月30日現在）

有価証券

1.      その他有価証券で時価のあるもの   

 

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 851 776 △ 74

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 851 776 △ 74

 

2.      時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

（1）非連結子会社及び関連会社株式 189

（2）その他有価証券  

 非上場株式 48

 合　　　計 238

 

 

（当中間連結会計期間末）（平成20年4月30日現在）

有価証券

1.      その他有価証券で時価のあるもの   

 

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 853 640 △ 213

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 853 640 △ 213

 

2.      時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

（1）非連結子会社及び関連会社株式 219

（2）その他有価証券  

 非上場株式 48

 その他 50

 合　　　計 318
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（前連結会計年度末）（平成19年10月31日現在）

 

有価証券

1.      その他有価証券で時価のあるもの

 

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 853 737 △115

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 853 737 △115

 

2.      時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

（1）非連結子会社及び関連会社株式 189

（2）その他有価証券  

 非上場株式 48

 譲渡性預金 100

 合　　　計 338
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（デリバティブ取引関係）

 

（前中間連結会計期間末）（平成19年4月30日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種　類

前中間連結会計期間末
（平成19年4月30日現在）

契約額等  
時　価

（百万円）
評価損益
（百万円）（百万円）

うち1年超
（百万円）

市場取引
以外の取引

為替予約取引     

売建
米ドル

169 ― 173 △ 3

通貨スワップ取引     

受取円・
支払米ドル

900 ― △ 10 △ 10

 
商品関連

区分 種　類

前中間連結会計期間末
（平成19年4月30日現在）

契約額等  
時　価

（百万円）
評価損益
（百万円）（百万円）

うち1年超
（百万円）

市場取引
以外の取引

商品スワップ取引     

変動受取・
固定支払

202 100 240 240

 
(注)1.

 
時価の算定は取引先金融機関より入手した価格に基づいている。
 

 

（当中間連結会計期間末）（平成20年4月30日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種　類

当中間連結会計期間末
（平成20年4月30日現在）

契約額等  
時　価

（百万円）
評価損益
（百万円）（百万円）

うち1年超
（百万円）

市場取引
以外の取引

通貨スワップ取引     

受取円・
支払米ドル

793 ― 1 1

 
商品関連

区分 種　類

当中間連結会計期間末
（平成20年4月30日現在）

契約額等  
時　価

（百万円）
評価損益
（百万円）（百万円）

うち1年超
（百万円）

市場取引
以外の取引

商品スワップ取引     

変動受取・
固定支払

100 26 212 212

 
(注)1.時価の算定は取引先金融機関より入手した価格に基づいている。
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（前連結会計年度末）（平成19年10月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種　類

前連結会計年度末
（平成19年10月31日現在）

契約額等  
時　価

（百万円）
評価損益
（百万円）（百万円）

うち1年超
（百万円）

市場取引
以外の取引

為替予約取引     

売建
米ドル

105 ― 102 3

通貨スワップ取引     

受取円・
支払米ドル

901 ― △ 4 △ 4

 
商品関連

区分 種　類

前連結会計年度末
（平成19年10月31日現在）

契約額等  
時　価

（百万円）
評価損益
（百万円）（百万円）

うち1年超
（百万円）

市場取引
以外の取引

商品スワップ取引     

変動受取・
固定支払

151 53 241 241

 
(注)1.

 
時価の算定は取引先金融機関より入手した価格に基づいている。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成18年11月 1 日　　至平成19年4月30日）

 
陶磁器事業
（百万円）

住設環境
機器事業
（百万円）

電子セラ
ミック事業
（百万円）

その他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,284 5,974 2,065 9 11,332 ― 11,332

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ―

 計 3,284 5,974 2,065 9 11,332 ― 11,332

営業費用 3,145 5,830 2,157 22 11,154 330 11,484

営業利益（△損失） 138 143 △91 △12 177 (330) △152

 
(注) 1.事業区分の方法及び各区分に属する主要製品の名称

事業区分は、製品の使用原料、製造方法及び製造過程等並びに製品市場の類似により区分している。

  事業区分 主要製品の名称

 陶磁器事業
硬質陶器、強化磁器、耐熱磁器、白色強化磁器、ボーンチャイナ、
還元磁器、陶磁器原料、その他食器関連製品

 
住設環境機器
事業

人造大理石浴槽、戸建住宅用システムバスルーム、三次処理槽、
小規模合併処理浄化槽、水処理プラント、水処理施設の維持管理、
その他合成樹脂製品、インテリアタイル、タイルパネル、フェライトタイル、
小型風力発電システム

 
電子セラミック
事業

アルミナ基板、印刷基板、抵抗用基板、グレーズド基板、ハイブリッドＩＣ、
低温焼結多層基板、誘電体セラミックス

 その他 樹脂型他

 

 2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、330百万円であり、当社の管理
部門及び試験研究部門に係わる費用である。

 3.「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、従来、製品のクレーム
費用については支出時の費用として処理していたが、当中間連結会計期間より、過去の実績を基礎とした
クレーム費用の発生見込額を製品保証引当金として計上する方法に変更した。
この変更により、従来の方法によった場合と比べ、住設環境機器事業の営業利益は41百万円減少し、また
電子セラミック事業の営業損失は38百万円増加している。
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当中間連結会計期間（自平成19年11月 1 日　　至平成20年4月30日）

 
陶磁器事業
（百万円）

住設環境
機器事業
（百万円）

電子セラ
ミック事業
（百万円）

その他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,384 5,852 1,872 6 11,115 ― 11,115

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ―

 計 3,384 5,852 1,872 6 11,115 ― 11,115

営業費用 3,285 5,687 2,037 1 11,011 353 11,365

営業利益（△損失） 98 164 △164 5 104 (353) △249

 
(注) 1.事業区分の方法及び各区分に属する主要製品の名称

事業区分は、製品の使用原料、製造方法及び製造過程等並びに製品市場の類似により区分している。

  事業区分 主要製品の名称

 陶磁器事業
硬質陶器、強化磁器、耐熱磁器、白色強化磁器、ボーンチャイナ、
還元磁器、陶磁器原料、その他食器関連製品

 
住設環境機器
事業

人造大理石浴槽、戸建住宅用システムバスルーム、三次処理槽、
小規模合併処理浄化槽、水処理プラント、水処理施設の維持管理、
その他合成樹脂製品、インテリアタイル、タイルパネル、フェライトタイル、
小型風力発電システム

 
電子セラミック
事業

アルミナ基板、印刷基板、抵抗用基板、グレーズド基板、ハイブリッドＩＣ、
低温焼結多層基板、誘電体セラミックス

 その他 樹脂型他

 

 2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、353百万円であり、当社の管理
部門及び試験研究部門に係わる費用である。

 3.（追加情報）
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「4. 会計処理基準に関する事項」の
「（2）重要な減価償却資産の減価償却方法」に記載のとおり、当社および国内連結子会社では法人税法
の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により取得価額の5％相当額に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価
額の5％相当額と備忘価額（1円）との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してい
る。
この変更により、従来の方法によった場合と比べ、「陶磁器事業」、「住設環境機器事業」、「電子セラ
ミック事業」及び「その他」の営業費用がそれぞれ8百万円、7百万円減、11百万円および0百万円増加し、
営業利益または営業損失はそれぞれ同額減少または増加している。
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前連結会計年度（自　平成18年11月 1 日　　至　平成19年10月31日）

 
陶磁器事業
（百万円）

住設環境
機器事業
（百万円）

電子セラ
ミック事業
（百万円）

その他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,653 11,655 4,035 14 22,359 ― 22,359

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ―

 計 6,653 11,655 4,035 14 22,359 ― 22,359

営業費用 6,362 11,373 4,213 33 21,982 647 22,630

営業利益（△損失） 290 282 △177 △19 376 (647) △270

 

(注)1.事業区分の方法及び各区分に属する主要製品の名称
事業区分は、製品の使用原料、製造方法及び製造過程等並びに製品市場の類似により区分している。

  事業区分 主要製品の名称

 陶磁器事業
硬質陶器、強化磁器、耐熱磁器、白色強化磁器、ボーンチャイナ、
還元磁器、陶磁器原料、その他食器関連製品

 
住設環境機器
事業

人造大理石浴槽、戸建住宅用システムバスルーム、三次処理槽、
小規模合併処理浄化槽、水処理プラント、水処理施設の維持管理、
その他合成樹脂製品、インテリアタイル、タイルパネル、フェライトタイル、
小型風力発電システム

 
電子セラミック
事業

アルミナ基板、印刷基板、抵抗用基板、グレーズド基板、ハイブリッドＩＣ、
低温焼結多層基板、誘電体セラミックス

 その他 樹脂型他

 

 2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、647百万円であり、当社の管理
部門及び試験研究部門に係わる費用である。

 3.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、従来、製品のクレーム費用
については支出時の費用として処理していたが、当連結会計年度より、過去の実績を基礎としたクレーム
費用の発生見込額を製品保証引当金として計上する方法に変更した。
この変更により、従来の方法によった場合と比べ、住設環境機器事業の営業利益は48百万円減少し、また
電子セラミック事業の営業損失は34百万円増加している。
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【所在地別セグメント情報】

 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦の売上高の全セグメントの売上
高の合計に占める割合が、いずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

 

 

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自平成18年11月 1 日　　至平成19年4月30日）

 米州 アジア その他の地域 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 603 470 63 1,137

Ⅱ 連結売上高 (百万円)    11,332

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合

(％) 5.3 4.2 0.6 10.0

 

(注)1.国又は地域の区分は地理的近接度によっている。

 2.各区分に属する主な国又は地域

  米　州‥‥‥アメリカ、カナダ

  アジア‥‥‥韓国、中国

 3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

 

当中間連結会計期間（自平成19年11月 1 日　　至平成20年4月30日）

 米州 アジア その他の地域 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 688 507 84 1,280

Ⅱ 連結売上高 (百万円)    11,115

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合

(％) 6.2 4.6 0.8 11.5

 

(注)1.国又は地域の区分は地理的近接度によっている。

 2.各区分に属する主な国又は地域

  米　州‥‥‥アメリカ、カナダ

  アジア‥‥‥韓国、中国

 3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

 

前連結会計年度（自平成18年11月 1 日　　至平成19年10月31日）

 米州 アジア その他の地域 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 1,654 1,046 149 2,851

Ⅱ 連結売上高 (百万円)    22,359

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合

(％) 7.4 4.7 0.7 12.8

 

(注)1.国又は地域の区分は地理的近接度によっている。

 2.各区分に属する主な国又は地域

  米　州‥‥‥アメリカ、カナダ

  アジア‥‥‥韓国、中国

 3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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（1株当たり情報）

前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

 1株当たり純資産額  1株当たり純資産額  1株当たり純資産額

610.37円 520.07円 541.89円

 1株当たり中間純損失  1株当たり中間純損失  1株当たり当期純損失

 10.41円 18.44円 38.79円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、中間
純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため、記載していない。

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、中間
純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため、記載していない。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、当期純損
失であり、また、潜在株式が存在し
ないため、記載していない。

（注） １株当たり情報は銭未満を四
捨五入して表示している。

（注） １株当たり情報は銭未満を四
捨五入して表示している。

（注） １株当たり情報は銭未満を四
捨五入して表示している。

 
 

 
 

 
 

 

（注）1株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前中間連結会計期間
自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

当中間連結会計期間
自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

前連結会計年度
自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

中間（当期）純損失 （百万円） 171 347 643

普通株式に係る
中間（当期）純損失

（百万円） 171 347 643

期中平均株式数 （株） 16,463,486 18,872,174 16,580,674

 

 

（重要な後発事象）

前中間連結会計期間　（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年 4月30日）

 該当事項はない。

  

当中間連結会計期間　（自　平成19年11月 1日　　至　平成20年 4月30日）

 該当事項はない。

  

前連結会計年度　（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年10月31日）

 該当事項はない。

 

 

(2)【その他】

 

 該当事項はない。
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２【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末 当中間会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

平成19年 4月30日現在 平成20年 4月30日現在 平成19年10月31日現在

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

1.現金及び預金  3,693   3,740   3,970   

2.受取手形 ※6 925   890   799   

3.売掛金  3,493   3,328   3,443   

4.有価証券  ―   ―   100   

5.たな卸資産  3,111   3,190   3,213   

6.繰延税金資産  379   144   297   

7.その他の流動資産  147   145   228   

8.貸倒引当金  △ 17   △ 16   △ 16   

流動資産合計   11,73463.5  11,42363.4  12,03764.6

Ⅱ　固定資産           

1.有形固定資産
※1,
2,3

         

(1)建物  1,883   1,888   1,879   

(2)機械及び装置  534   731   678   

(3)土地  924   924   924   

(4)その他の有形固定資産  320   341   237   

有形固定資産合計  3,662   3,885   3,719   

           

2.無形固定資産  18   64   54   

           

3.投資その他の資産           

(1)投資有価証券  823   737   784   

(2)関係会社株式  189   249   189   

(3)関係会社長期貸付金  922   853   985   

(4)繰延税金資産  835   554   554   

(5)
その他の投資その他の
資産

 380   347   383   

(6)貸倒引当金  △ 7   △ 7   △ 7   

(7)
関係会社投資評価引当
金

 △ 83   △ 84   △ 80   

投資その他の資産
合計

 3,059   2,650   2,809   

固定資産合計   6,74136.5  6,60036.6  6,58335.4

資産合計   18,475100.0  18,024100.0  18,620100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

平成19年 4月30日現在 平成20年 4月30日現在 平成19年10月31日現在

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

1.支払手形  1,163   924   989   

2.買掛金  3,279   3,054   3,165   

3.未払法人税等  29   30   46   

4.賞与引当金  430   400   407   

5.製品保証引当金  79   90   82   

6.その他の流動負債  1,006   1,261   1,194   

流動負債合計   5,98732.4  5,76132.0  5,88531.6

Ⅱ　固定負債           

1.退職給付引当金  787   923   857   

2.役員退職慰労引当金  61   61   68   

3.
関係会社事業損失引当
金

 860   768   824   

4.預り保証金  82   85   84   

5.その他の固定負債  21   ―   ―   

固定負債合計   1,8129.8  1,83810.2  1,8349.9

負債合計   7,79942.2  7,60042.2  7,72041.5

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1.資本金   2,80015.2  3,20017.7  3,20017.2

2.資本剰余金           

(1)資本準備金  3,239   3,619   3,619   

(2)その他資本剰余金  0   0   0   

 資本剰余金合計   3,24017.5  3,62020.1  3,62019.4

3.利益剰余金           

(1)その他利益剰余金           

 固定資産圧縮積立金  10   10   10   

 別途積立金  5,062   4,262   5,062   

 繰越利益剰余金  △ 115   △ 143   △ 594   

 利益剰余金合計   4,95726.8  4,12922.9  4,47824.0

4.自己株式   △ 277△1.5  △ 311△1.7  △ 281△1.5

株主資本合計   10,72058.0  10,63759.0  11,01659.1

           

Ⅱ　評価・換算差額等           

1.
その他有価証券評価差
額金

  △ 44△0.2  △ 213△1.2  △ 116△0.6

評価・換算差額等
合計

  △ 44△0.2  △ 213△1.2  △ 116△0.6

純資産合計   10,67557.8  10,42357.8  10,90058.5

負債純資産合計   18,475100.0  18,024100.0  18,620100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間 当中間会計期間

前事業年度の

要約損益計算書

自　平成18年11月 1日

至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日

至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日

至　平成19年10月31日

区分
注記

番号
金額（百万円）

百分比

（％）
金額（百万円）

百分比

（％）
金額（百万円）

百分比

（％）

           

Ⅰ　売上高           

1.売上高  9,441   8,919   18,465   

2.完成工事高  638 10,079100.0 976 9,895100.0 1,33119,796100.0

            

Ⅱ　売上原価           

1.売上原価 ※5 7,315   6,937   14,226   

2.完成工事原価 ※5 509 7,82577.6 761 7,69877.8 1,04715,27477.2

売上総利益   2,25422.4  2,19722.2  4,52222.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※5  2,43324.2  2,41524.4  4,85524.5

営業損失   1781.8  2172.2  3321.7

Ⅳ　営業外収益 ※1  91 0.9  1771.8  2671.4

Ⅴ　営業外費用 ※2  27 0.2  71 0.7  99 0.5

経常損失   1141.1  1111.1  1640.8

Ⅵ　特別利益 ※3  7 0.0  ― ―  10 0.0

Ⅶ　特別損失 ※4  1521.5  29 0.3  2071.0

税引前中間(当期)純損失   2592.6  1401.4  3601.8

法人税、住民税及び
事業税

 17   18   29   

法人税等調整額  △60 △42△0.5 152 1701.7 272 3021.5

中間(当期)純損失   2162.1  3113.1  6633.3
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年4月30日）

 

 
株主資本

 資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰
余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益剰余

金

平成18年10月31日末残高（百万円） 2,800 3,239 0 11 5,962 △798

中間会計期間中の変動額       

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― △0 ― 0

別途積立金の取崩し ― ― ― ― △900 900

中間純損失 ― ― ― ― ― △216

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（百万円） ― ― ― △0 △900 683

平成19年4月30日末残高（百万円） 2,800 3,239 0 10 5,062 △115

 

 

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成18年10月31日末残高（百万円） △250 10,964 △29 10,934

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― ―

別途積立金の取崩し ― ― ― ―

中間純損失 ― △216 ― △216

自己株式の取得 △27 △27 ― △27

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

― ― △15 △15

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △27 △243 △15 △259

平成19年4月30日末残高（百万円） △277 10,720 △44 10,675
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当中間会計期間（自　平成19年11月 1日　　至　平成20年4月30日）

 

 
株主資本

 資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰
余金

その他利益剰余金

固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰余

金

平成19年10月31日末残高（百万円） 3,200 3,619 0 10 5,062 △594

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △37

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― △0 ― 0

別途積立金の取崩し ― ― ― ― △800 800

中間純損失 ― ― ― ― ― △311

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（百万円） ― ― ― △0 △800 451

平成20年4月30日末残高（百万円） 3,200 3,619 0 10 4,262 △143

 

 

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成19年10月31日末残高（百万円） △281 11,016 △116 10,900

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当 ― △37 ― △37

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― ―

別途積立金の取崩し ― ― ― ―

中間純損失 ― △311 ― △311

自己株式の取得 △30 △30 ― △30

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

― ― △97 △97

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △30 △379 △97 △476

平成20年4月30日末残高（百万円） △311 10,637 △213 10,423
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前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年10月31日）

 

 
株主資本

 資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰
余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益剰余

金

平成18年10月31日残高（百万円） 2,800 3,239 0 11 5,962 △798

事業年度中の変動額       

新株の発行 400 380 ― ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △32

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― △0 ― 0

別途積立金の取崩し ― ― ― ― △900 900

当期純損失 ― ― ― ― ― △663

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計（百万円） 400 380 ― △0 △900 204

平成19年10月31日末残高（百万円） 3,200 3,619 0 10 5,062 △594

 

 

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成18年10月31日残高（百万円） △250 10,964 △29 10,934

事業年度中の変動額     

新株の発行 ― 780 ― 780

剰余金の配当 ― △32 ― △32

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― ―

別途積立金の取崩し ― ― ― ―

当期純損失 ― △663 ― △663

自己株式の取得 △31 △31 ― △31

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

― ― △86 △86

事業年度中の変動額合計（百万円） △31 52 △86 △34

平成19年10月31日末残高（百万円） △281 11,016 △116 10,900
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成18年11月 1日

至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日

至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

1.資産の評価基準及
び評価方法

(1)有価証券
子会社株式及び関連会社株
式
移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの
中間決算末日の市場価
格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価
法
 

(1)有価証券
子会社株式及び関連会社株
式

同左
その他有価証券
時価のあるもの
 

同左
 
 
 
 
時価のないもの

同左
 

(1)有価証券
子会社株式及び関連会社株
式

同左
その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場価格等
に基づく時価法
（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定）
時価のないもの

同左
 

 (2)デリバティブ
時価法
 

(2)デリバティブ
同左

 

(2)デリバティブ
同左

 

 (3)たな卸資産
製品・半製品・仕掛品
総平均法による原価法
商品・原材料・貯蔵品
移動平均法による原価法
未成工事支出金
個別法による原価法

(3)たな卸資産
 
同左

(3)たな卸資産
 
同左

2.固定資産の減価償
却の方法

有形固定資産
建物　　定額法
建物以外の有形固定資産
　　定率法

なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっている。

有形固定資産
 
同左

有形固定資産
 
同左

    （追加情報）
法人税法の改正に伴い、平
成19年3月31日以前に取得
した有形固定資産につい
ては、改正前の法人税法に
基づく減価償却の方法の
適用により取得価額の5％
相当額に到達した事業年
度の翌事業年度より、取得
価額の5％相当額と備忘価
額（1円）との差額を5年
間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上し
ている。
これにより営業損失およ
び経常損失が27百万円、税
引前中間純損失が26百万
円それぞれ増加している。

   

      

 無形固定資産
定額法
なお、ソフトウェア（自社
利用）については、社内利
用期間（5年）に基づく定
額法。

無形固定資産
 
同左

無形固定資産
 
同左
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項目

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成18年11月 1日

至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日

至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

3.引当金の計上基準(1)貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に
備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計
上している。
 

(1)貸倒引当金
 
同左

(1)貸倒引当金
 
同左

(2)関係会社投資評価引当金
関係会社への投資に対する
損失に備えるため、投資先の
財政状態等を勘案して必要
額を計上している。
 

(2)関係会社投資評価引当金
 
同左

 

(2)関係会社投資評価引当金
 
同左

 

(3)賞与引当金
使用人及び使用人兼務役員
に対して支給する賞与にあ
てるため、支給見込額のうち
当中間会計期間の負担に属
する金額を計上している。
 

(3)賞与引当金
 
同左

(3)賞与引当金
使用人及び使用人兼務役員
に対して支給する賞与にあ
てるため、支給見込額のう
ち、当事業年度の負担に属
する金額を計上している。

 (4)製品保証引当金
製品のクレーム費用の支出
に備えるため、過去の実績
を基礎としたクレーム費用
の発生見込額を計上してい
る。

 

(4)製品保証引当金
 

同左

(4)製品保証引当金
 

同左

(5)退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間会
計期間末に発生していると
認められる額を計上してい
る。
なお、会計基準変更時差異
（962百万円）については15
年による按分額を計上して
いる。また、数理計算上の差
異については、各期の発生時
における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
（13年）による按分額をそ
れぞれ発生の翌期より費用
処理している。
 

(5)退職給付引当金
 
同左

(5)退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当事
業年度末に発生していると
認められる額を計上してい
る。
なお、会計基準変更時差異
（962百万円）については
15年による按分額を計上し
ている。また、数理計算上の
差異については、各期の発
生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の
年数（13年）による按分額
をそれぞれ発生の翌期より
費用処理している

(6)役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職に
より支給する退職慰労金に
あてるため、内規に基づく中
間期末要支給額を計上して
いる。
 

(6)役員退職慰労引当金
 
同左

(6)役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職に
より支給する退職慰労金に
あてるため、内規に基づく
期末要支給額を計上してい
る。

 

(7)関係会社事業損失引当金
債務超過の解消に長期間を
要すると判断される関係会
社の損失に備えるため、当
該関係会社の債務超過相当
額を計上している。

(7)関係会社事業損失引当金
 
同左

(7)関係会社事業損失引当金
 
同左
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項目

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成18年11月 1日

至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日

至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

4.リース取引の処理
方法

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処
理によっている。

 
 
同左

 
 
同左

5.重要なヘッジ会計
の方法

(1)ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によってい
る。
なお、振当処理の要件を満
たしている為替予約につい
ては、振当処理によってい
る。

(1)ヘッジ会計の方法
 

同左

(1)ヘッジ会計の方法
 

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象
為替予約及び通貨スワップ
をヘッジ手段とし、外貨建
金銭債権をヘッジ対象とし
ている。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
 

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
 

同左

 (3)ヘッジ方針
外貨建輸出取引及び外貨建
貸付金に係る為替相場の変
動によるリスクに備えるた
め、それぞれ先物為替予約
取引及び通貨スワップ取引
を利用している。また、その
取引額は実需の範囲内で
行っている。

(3)ヘッジ方針
 

同左

(3)ヘッジ方針
 

同左

 (4)ヘッジの有効性評価の方法
為替予約及び通貨スワップ
については、締結時にリス
ク管理方針に従って、外貨
建による同一金額で同一期
日のヘッジ手段をそれぞれ
振当てているため、その後
の為替相場の変動による相
関関係は完全に確保されて
いるので、中間会計期間末
における有効性の評価を省
略している。
 

(4)ヘッジの有効性評価の方法
 

同左
 

(4)ヘッジの有効性評価の方法
為替予約及び通貨スワップ
については、締結時にリス
ク管理方針に従って、外貨
建による同一金額で同一期
日のヘッジ手段をそれぞれ
振当てているため、その後
の為替相場の変動による相
関関係は完全に確保されて
いるので、決算日における
有効性の評価を省略してい
る。
 

6.その他中間財務諸
表（財務諸表）作
成のための基本と
なる重要な事項

(1)消費税等の会計処理
税抜き方式によっている。な
お、仮払消費税等と仮受消費
税等は相殺して未払消費税
等として流動負債の「その
他の流動負債」に含めてい
る。

(1)消費税等の会計処理
 
同左

(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜
き方式によっている。

 (2)納付税額及び法人税等調
整額
中間会計期間に係る納付税
額及び法人税等調整額は、
当期において予定している
圧縮積立金取崩しを前提と
して、当中間会計期間に係
る金額を計算している。
 

(2)納付税額及び法人税等調
整額

 
同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成18年11月 1日

至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日

至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

（減価償却方法の変更）
当中間会計期間から、法人税法の
改正に伴い、平成19年4月1日以降取
得の固定資産については、改正法人
税法に規定する償却方法により、減
価償却費を計上している。
なお、この変更に伴う当中間会計
期間の損益に与える影響は軽微であ
る。

   （固定資産の減価償却方法の変更）
当事業年度より、法人税法の改正
（（所得税法等の一部を改正する法
律 平成19年3月30日 法律第6 号）
および（法人税法施行令の一部を改
正する政令 平成19年3月30日 政令
第83号））に伴い、平成19年4月1日
以降に取得したものについては、改
正後の法人税法に基づく減価償却方
法に変更している。なお、これに伴う
損益に与える影響は軽微である。

 

   

（製品保証引当金について）
従来、当社は、製品のクレーム費用
については支出時の費用として処理
していたが、当中間会計期間におい
てクレーム費用の金額的重要性が増
したことから、期間損益計算のより
一層の適正化と財務体質の強化を目
的として、当中間会計期間より、過去
の実績を基礎としたクレーム費用の
発生見込額を製品保証引当金として
計上する方法に変更している。
この変更により、従来の方法に
よった場合と比べ、売上総利益が10
百万円減少し、営業損失、経常損失、
税引前中間純損失がそれぞれ79百万
円増加している。

 

   

（製品保証引当金について）
従来、当社は、製品のクレーム費用
については支出時の費用として処理
していたが、当事業年度においてク
レーム費用の金額的重要性が増した
ことから、期間損益計算のより一層
の適正化と財務体質の強化を目的と
して、当事業年度より、製品のクレー
ム費用の支出に備えるため、過去の
実績を基礎としたクレーム費用の発
生見込額を製品保証引当金として計
上する方法に変更した。
この変更により、従来の方法に
よった場合と比べ、売上総利益が12 
百万円減少し、営業損失、経常損失、
税引前当期純損失がそれぞれ82 百
万円増加している。

   

 

 

EDINET提出書類

ニッコー株式会社(E01135)

半期報告書

49/60



〔注記事項〕

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

平成19年 4月30日現在 平成20年 4月30日現在 平成19年10月31日現在

※1．有形固定資産の減価償却累計額

 10,078百万円

※1．有形固定資産の減価償却累計額

 10,042百万円

※1．有形固定資産の減価償却累計額

 10,026百万円

※2．下記のものは工場財団組成物件
で、根抵当として銀行の担保に供
している。
（平成19年4月30日現在の借入金
残高はゼロとなっている。）

土地 41百万円

建物 156百万円

機械及び装置 14百万円

合計 213百万円

　

※2．下記のものは工場財団組成物件
で、根抵当として銀行の担保に供
している。
（平成20年4月30日現在の借入金
残高はゼロとなっている。）

土地 41百万円

建物 148百万円

機械及び装置 12百万円

合計 202百万円

　

※2．下記のものは工場財団組成物件
で、根抵当として銀行の担保に供
している。
（平成19年10月31日現在の借入
金残高はゼロとなっている。）

土地 41百万円

建物 153百万円

機械及び装置 14百万円

合計 209百万円

　

※3．圧縮記帳
国庫補助金による有形固定資産の
圧縮記帳累計額は下記のとおりで
ある。

建物 1百万円

機械及び装置 7百万円

合計 8百万円

  

※3．圧縮記帳
国庫補助金による有形固定資産の
圧縮記帳累計額は下記のとおりで
ある。

建物 1百万円

機械及び装置 7百万円

合計 8百万円

※3．圧縮記帳
国庫補助金による有形固定資産の
圧縮記帳累計額は下記のとおりで
ある。

建物 1百万円

機械及び装置 7百万円

合計 8百万円

4.偶発債務
（1）下記の関係会社の銀行借入金に

ついて保証を行っている。

ニッコー販売株式会社

 2,090百万円

N&I　ASIA　PTE　LTD．

 19百万円

 （S$245,700.72）

 
（2）従業員の金融機関からの借入金

に対し、債務保証を行っている。

従業員（5人）

 4百万円

4.偶発債務
（1）下記の関係会社の銀行借入金に

ついて保証を行っている。

ニッコー販売株式会社

 1,990百万円

 
 
 
 
（2）従業員の金融機関からの借入金

に対し、債務保証を行っている。

従業員（4人）

 7百万円

4.偶発債務
（1）下記の関係会社の銀行借入金に

ついて保証を行っている。

ニッコー販売株式会社

 2,010百万円

 
 
 
 
（2）従業員の金融機関からの借入金

に対し、債務保証を行っている。

従業員（6人）

 8百万円

5．受取手形割引高

 151百万円

5．手形信託譲渡高

 1,250百万円

5．受取手形割引高

 241百万円

手形信託譲渡高

 1,100百万円

 手形信託譲渡高

 1,000百万円

   

※6．中間会計期間末日満期手形
中間会計期間末日満期手形の会計
処理は、手形交換日をもって決済処
理をしているが、当中間会計期間末
日は銀行休業日のため、次のとおり
中間会計期間末日満期手形が中間
期末残高に含まれている。なお、支
払手形については該当はない。

受取手形 115百万円

※6．   ※6   
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

※1．営業外収益のうち主要なもの
 

受取利息 5百万円

受取配当金 2百万円

屑廃材売却益 10百万円

為替差益 12百万円

デリバティブ評価益 36百万円

  

※1．営業外収益のうち主要なもの
 

受取利息 6百万円

受取配当金 2百万円

製品優先使用料 50百万円

デリバティブ評価益 71百万円

  

※1．営業外収益のうち主要なもの
 

受取利息 9百万円

受取配当金 8百万円

為替差益 3百万円

製品優先使用料 50百万円

デリバティブ評価益 112百万円

※2．営業外費用のうち主要なもの
 

支払利息 6百万円

売上割引 11百万円

  

  

※2．営業外費用のうち主要なもの
 

支払利息 7百万円

売上割引 9百万円

為替差損 49百万円

  

※2．営業外費用のうち主要なもの
 

支払利息 14百万円

売上割引 20百万円

  

※3．特別利益のうち主要なもの
 

関係会社投資評価引当金戻入額

 7百万円

※3．   ※3．特別利益のうち主要なもの
 

関係会社投資評価引当金戻入額

 10百万円

　  

   

※4．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 19百万円

※4．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 19百万円

※4．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 31百万円

固定資産除却損の内訳は次のと
おりである。

建物 2百万円

機械及び装置 15百万円

その他の有形固
定資産

1百万円

合計 19百万円

　

固定資産除却損の内訳は次のと
おりである。

建物 11百万円

機械及び装置 5百万円

その他の有形固
定資産

2百万円

合計 19百万円

　

固定資産除却損の内訳は次のと
おりである。

建物 4百万円

機械及び装置 21百万円

その他の有形固
定資産

5百万円

合計 31百万円

　

関係会社事業損失引当金繰入額

 36百万円

製品補償費用

 97百万円

 

関係会社事業損失引当金繰入額

 5百万円

関係会社投資評価引当金繰入額

 4百万円

 

たな卸資産処分損

 91百万円

製品補償費用

 83百万円

※5．減価償却実施額

有形固定資産 135百万円

無形固定資産 0百万円

※5．減価償却実施額

有形固定資産 200百万円

無形固定資産 0百万円

※5．減価償却実施額

有形固定資産 303百万円

無形固定資産 0百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　前中間会計期間（自　平成18年11月 1日　至　平成19年4月30日）
1.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

　普通株式（注） 573 69 ― 642

　合計 573 69 ― 642

 (注) 自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく取得65千株及び単元未満株式の買取による増加4千株である。

 

　当中間会計期間（自　平成19年11月 1日　至　平成20年4月30日）
1.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

　普通株式（注） 653 94 ― 747

　合計 653 94 ― 747

 (注) 自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく取得89千株及び単元未満株式の買取による増加5千株である。

 

 

　前事業年度（自　平成18年11月 1日　至　平成19年10月31日）
1.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

　普通株式（注） 573 80 ― 653

　合計 573 80 ― 653

 
(注) 自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく取得65千株及び単元未満株式の買取による増加15千株であ

る。
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（リース取引関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成18年11月 1日
至　平成19年 4月30日

自　平成19年11月 1日
至　平成20年 4月30日

自　平成18年11月 1日
至　平成19年10月31日

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び装置

512 334 104 72

その他の有形固定資産
（車両及び運搬具）

5 4 ― 0

その他の有形固定資産
（工具器具及び備品）

156 92 ― 64

合計

673 431 104 137

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び装置

468 305 104 57

その他の有形固定資産
（車両及び運搬具）

8 3 ― 5

その他の有形固定資産
（工具器具及び備品）

127 63 ― 63

合計

604 372 104 127

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置

459 300 104 54

その他の有形固定資産
（車両及び運搬具）

8 2 ― 6

その他の有形固定資産
（工具器具及び備品）

117 54 ― 63

合計

585 357 104 123

（2）未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

1年内 50百万円

1年超 86百万円

合計 137百万円

リース資産減損
勘定残高

49百万円

　

（2）未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

1年内 45百万円

1年超 81百万円

合計 127百万円

リース資産減損
勘定残高

5百万円

　

（2）未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高

1年内 43百万円

1年超 79百万円

合計 123百万円

リース資産減損
勘定残高

57百万円

　

なお、取得価額相当額及び未経過
リース料中間期末残高相当額は、
未経過リース料中間期末残高相当
額が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定している。

 

同左
 

なお、取得価額相当額及び未経過
リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高相当額が有形
固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法に
より算定している。

 

（3）支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額及び減価償却費相当
額

支払リース料 36百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

55百万円

減価償却費相当額 36百万円

  

（3）支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額及び減価償却費相当
額

支払リース料 23百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

51百万円

減価償却費相当額 23百万円

（3）支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額及び減価償却費相当
額

支払リース料 58百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

47百万円

減価償却費相当額 58百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってい
る。

（4）減価償却費相当額の算定方法
同左

（4）減価償却費相当額の算定方法
同左
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（有価証券関係）

 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな
い。

 

 
（1株当たり情報）

 

中間連結財務諸表を作成しているため、1株当たり情報の記載は省略している。

 

 

（重要な後発事象）

前中間会計期間　（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年 4月30日）

 該当事項はない。

  

当中間会計期間　（自　平成19年11月 1日　　至　平成20年 4月30日）

 該当事項はない。

  

前事業年度　（自　平成18年11月 1日　　至　平成19年10月31日）

 該当事項はない。

 

 

(2)【その他】

 

① 中間配当

 平成20年6月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

（イ） 中間配当による配当金の総額 18百万円

（ロ） 1株当たりの金額 1円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年7月22日

 （注）平成20年4月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。

  

② その他特記事項はない。
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第６【提出会社の参考情報】
 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

（1）有価証券報告書及びその添付書類

第82期事業年度（自平成18年11月1日　至平成19年10月31日）　
平成20年1月30日北陸財務局長に提出

 

（2）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年12月12日　至平成19年12月31日）　
平成20年1月11日北陸財務局長に提出

報告期間（自平成20年1月1日　至平成20年1月31日）　
平成20年2月8日北陸財務局長に提出

報告期間（自平成20年2月1日　至平成20年2月29日）　
平成20年3月11日北陸財務局長に提出

報告期間（自平成20年3月1日　至平成20年3月31日）　
平成20年4月10日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はない。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

平成19年7月27日

　ニ　ッ　コ　ー　株 式 会 社

　取締役会　　御中

 

 あ　ず　さ　監　査　法　人

  

 指 定 社 員
公認会計士 山 田  雄 一　 印

 業務執行社員

    

 指 定 社 員
公認会計士 近 藤  久 晴　 印

 業務執行社員

 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
ニッコー株式会社の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年
11月１日から平成19年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計
算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中
間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見
を表明することにある。
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした
監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結
財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作
成基準に準拠して、ニッコー株式会社及び連結子会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する中間連結会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの
状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
追記情報
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は製品のクレーム
費用の計上方法を変更した。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 
 
 
 

 
以　　上

  

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保
管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

平成19年7月27日

　ニ　ッ　コ　ー　株 式 会 社

　取締役会　　御中

 

 あ　ず　さ　監　査　法　人

  

 指 定 社 員
公認会計士 山 田  雄 一　 印

 業務執行社員

    

 指 定 社 員
公認会計士 近 藤  久 晴　 印

 業務執行社員

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるニッコー株式会社の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平
成18年11月１日から平成19年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算
書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、
当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と
した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として
中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基
準に準拠して、ニッコー株式会社の平成19年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期
間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認
める。
追記情報
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は製品のクレーム
費用の計上方法を変更した。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 
 
 

 
 

以　　上

   

 
（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

平成20年7月25日

　ニ　ッ　コ　ー　株 式 会 社

　取締役会　　御中

 

 あ　ず　さ　監　査　法　人

  

 指 定 社 員
公認会計士 山 田  雄 一　 印

 業務執行社員

    

 指 定 社 員
公認会計士 近 藤  久 晴　 印

 業務執行社員

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ
られているニッコー株式会社の平成19年11月1日から平成20年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間
（平成19年11月1日から平成20年4月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連
結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ
た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対
する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした
監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結
財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作
成基準に準拠して、ニッコー株式会社及び連結子会社の平成20年4月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する中間連結会計期間（平成19年11月1日から平成20年4月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況
に関する有用な情報を表示しているものと認める。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 
 
 
 

 
以　　上

  

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途
保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

平成20年7月25日

　ニ　ッ　コ　ー　株 式 会 社

　取締役会　　御中

 

 あ　ず　さ　監　査　法　人

  

 指 定 社 員
公認会計士 山 田  雄 一　 印

 業務執行社員

    

 指 定 社 員
公認会計士 近 藤  久 晴　 印

 業務執行社員

  

  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられているニッコー株式会社の平成19年11月1日から平成20年10月31日までの第83期事業年度の中間会
計期間（平成19年11月1日から平成20年4月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間
損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営
者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と
した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として
中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基
準に準拠して、ニッコー株式会社の平成20年4月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間
（平成19年11月1日から平成20年4月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め
る。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 
 
 

 
 

以　　上

   

 
（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。
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